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ヴァイマル憲法第Ⅱ9条の成立
一国制に家族はどう位置づけられたのか－

小玉亮子

キーワード： ドイツヴァイマル憲法家族母性婚姻

はじめに

ヴァイマル憲法は181の条項からなる憲法である。本稿で注目したいのは、

その中のひとつ、第119条である。家族(Familie) という言葉を憲法の中

に明記することになったこの第119条が、どのような議論を経て誕生したの

か、憲法制定国民会議の審議を中心に明らかにすることがここでの目的であ

る。

周知のことであるが、ヴァイマル体制は妥協と矛盾の中で始まり、そして

破局の道へと進んだ。何が、あるいは、どのような状況が破局を導いたのか、

ヴァイマル期についての第二次大戦後の分析においては、そういう議論が繰

り返されることが多かった。そのような議論において、ヴァイマル憲法もま

た、破局の責任を問われるものとなってきたことは否めない。

憲法審議が行われた1919年前半は、 ドイツ革命の第三局面といわれる時

期で、また、 ドイツ人たちを憤慨させることになる、あの「押付けられた恥

辱のヴェルサイユ講和」といわれたヴェルサイユ講和会議の時期であった。

歴史家ポイカートは、 こういった革命や講和会議といった動乱の影にかくれ

て、憲法制定のプロセスそれ自体は影のうすいものとなっていたと見て、ヴ

ァイマル憲法について、 「同時代の人びとにはほとんど注目されず、それ以

降のヴァイマル共和国の時代にほとんどすべての政治的潮流から愛されず、

歴史家によっては大いに非難され、要するに、 ドイツの民主主義の歴史にお
（1）

けるこの代表的文書の評判は、あまり芳しいものではない」という。

とはいえ、 この時代、 この憲法を一つのよりどころにしていた人びとや団

体もあった。この第119条に限っていえば、 この条項があることで、自らの
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活動が国家によってオーソライズされ、その理念が補強されたと考えていた

団体があった。それは、多子家族全国連盟(Reichesbund derKinderrei-

chen) と呼ばれたささやかな団体である。子どもをたくさん産み育てる家族

への支援を要求する利害団体として活動しようとしていたこの団体は、第
（2）

119条は自らを支える最も強力な後ろ盾であると考えていた。 というのも、

第119条においては、単に、家族という言葉が明記されたのみならず、私た

ち日本人にとってなじみのない「多子家族」 (kinderreicheFamilie) という

言葉が、特筆すべきものとして明記されたからである。

ドイツ多子家族全国連盟という団体は、 この憲法によってその意義がオー

ソライズされ、ヴァイマル期にその力をのばしたのだが、次第に当初の目的

を逸脱しながら、ヴァイマルの破局への道筋をヴァイマル憲法とともに歩む

ことになった。

家族を国制(Verfassung)においてどう位置づけるのか、あるいは、人間

の生活やその権利をどう考えるのか、そのよって立つ思想によって多様な考

え方ｶﾇあるのは当然のことである。その多様性が解消されるとしたら、それ

は、ある一つの考え方以外を排除するときなのかもしれない。多様性の解消

が行われなかったヴァイマル憲法は、 1919年の力関係のあり様を表現した

もの、すなわち、 「明確な多数派の不在と諸勢力の不安定なバランスからし

て絶えず妥協を結ばねばならなかった」結果であるといわれる。だとするな

ら、 この第119条という家族をめぐる一項目の中では、そういった妥協や力

関係のバランスはどのように表現されることになったのだろうか。

本稿は、 もとより、ヴァイマル憲法それ自体の歴史的意義を再検討しよう

というものではない。ここでは、憲法における「家族」の規定に限定して、

ポイカートのいう、 「敵対的な社会対立、組織された特殊利害、競合する世
（3）

界観や価値観はそもそもどのようにして調停されうるのかという問題」を検

討し、組織された利害対立の中で、あるいは、そういった利害とは別の論理

で、家族はどのように議論されるのか明らかにしたい。

これまで、第119条は、婚姻に関する規定として言及され、あるいは、婚
（4）

外子に関する規定に関連して論じられてきた。以下においては、特に、家族

(Familie) という言葉に注目し、憲法に家族が登場するとき何が議論された

のか、ヴァイマル憲法第119条の場合はどうだったのかを検討してみたい。
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1 ヴァイマル憲法第119条以前

ヴァイマル憲法は二部から構成されている。第一編は「ドイツ国の構成お

よび任務｣、第二編は「ドイツ人の基本権と基本義務」である。本稿が検討

する第119条は第二部の基本権の一つとして位置づけられている。

この基本権について書かれている第二編は、 これまでヴァイマル憲法の特

筆すべき点の一つとして注目されてきたが、それはまた、ヴァイマル憲法の

妥協を示すカタログであるともみなされてきた。妥協のカタログとしての基

本権の中の一つとして、第119条がある。第119条に規定されているのは、

婚姻(Ehe) と家族(Familie)、そして母性(Mutterschaft)についてである。

この条項のもつ歴史的意味を検討するためには、ヴァイマル憲法以前に、憲

法のさだめる基本権の中で、家族という言葉がどのように位置づけられてき

たのか、そして、それに加えて婚姻と母性もキーワードとして、それらがど

のように位置づけられてきたのかを、見ておく必要があるだろう。

（1） フランクフルト憲法（1849年3月28日）の場合

ヴァイマル憲法第119条以前の基本権の議論を見るために、さしあたり、

1849年のフランクフルト憲法にさかのぼって見てみたい。 というのも、フ

ランクフルト憲法の目指す理念が、 「部分的にではあるが、後の憲法、 とり
（5）

わけヴァイマル憲法に実現されることになる」と指摘されてきたことによる。

当初、ヴァイマル憲法において、基本権は重要な位置づけがおかれていな

かった。このことは、ヴァイマル憲法の生みの親と称せられるフーゴー・プ

ロイスの思想によるものであった。社会民主党のエーベルトの指名によって

民主党のプロイスは憲法の起草を行ったのであるが、ヴァイマル憲法は結果

的にはこの産みの親の意向に反するものとなったといわれている。そのプロ

イスの当初案から大きく改変させられた部分の一つが、 この基本権に関する

第二編である。最終的に、第二編として重要な位置づけを与えられることに

なった基本権は、 もともとプロイスの当初案では、独立した部分として構想

されてはいなかった。

それが、独立した部分を構成するまでに拡大されたのには、 まず最初に、

エーベルトからの基本権充実についての強い要請があり、プロイスと同じ民
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主党のナウマンによる修正案が出されるなど、いくつかの段階を経てのこと

である。 このようなプロセスにおいて、プロイス案が修正され基本権が拡充

される議論がなされていくに際して、当然のことながら、ヴァイマルに先立

つ憲法の条項が参照された。その際、参照されたのが、 1848年革命によっ

て構想され、革命の終息と運命をともにすることになったフランクフルト憲
(6)

法だったのである。フランクフルト憲法は、 「流産におわったとはいえ、そ

れは国民主権主義の立場から詳細な国民の基本権を規定したドイツ最初の憲

法としてプロイセン憲法をはじめその後のドイツ憲法の基本権の規定にも大

きな影響を与えており、 ドイツ近代憲法史の上からは無視することはできな
（7）

いものである」とされている。

それでは、フランクフルト憲法において、第119条にあるような婚姻・家

族・母性といった言葉はどのように出現しているだろうか。それらは、フラ

ンクフルト憲法の第6章「ドイツ国民の基本権」の中のいくつかの項目で見

ることができる。

§150の〔民事婚〕では、 「婚姻(Ehe)の民事行為の遂行にのみ依存し、

教会による結婚式は、民事行為の遂行のあとにおいてのみ、 これを行うこと

ができる。宗教の相違は、民事の婚姻を妨げるものではない｣、 §170 (家族

世襲財産(Familienfideicommisse)]では、 「家族世襲財産は、廃止されるも

のとする｣、 「現に統治している王家の家族世襲財産については、それを定め

ることがラントの立法に留保されている｣。

また、 §155 〔私立学校〕に関する条項で、 「家庭教育(Der hausliche

Unterricht)は、いかなる制限にも服さない｣、 §140 [住居の不可侵〕に

｢家宅捜査は、できる限り、同居人(Hausgenossen)の立会いによってなさ
（8）

れなければならない」がある。

これらを見ると、フランクフルト憲法において、婚姻についての規定はあ

るものの、家族が言及されるにしても、家宅捜査や家庭教育、あるいは家族

世襲財産についての議論であって、家族それ自体の意味、あるいは国制にお

ける家族について規定するコンテクストで出現しているわけではないことが

わかる。まして、 ここには、母性という文字はない。 ここで注目されるのは、

家族について言及されるとき、それは、家庭教育や家宅捜査への制限など、

いわば、家族外からの介入に歯止めをかけようとする規定であることである。

すなわち、後述のヴァイマル憲法と異なり、家族への家族外からの介入を極
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力制限しようという方向性がここで明らかにされているといえよう。

フランクフルト憲法は、基本権をどうするかで、その制定過程のうちの膨

大な時間を費やし、その数60条に及ぶものとなったという。ただ、その全

60条の「基本権」のうち、家族を国制に位置づけるような条項が存在しな
（9）

かつたことは、少なくとも確認することができるのではないだろうか。

（2） プロイセン憲法（1850年） とビスマルク憲法(1871年）の場合

さて、全ドイツの憲法としてのフランクフルト憲法は結局のところ実行力

を持たないままに歴史の舞台の後景にしりぞいてしまったのだが、諸連邦ご

との憲法は効力を持って機能していた。次に、 ドイツの中で、最も強大であ

りながら、憲法制定という点においては立ち遅れていたといわれるプロイセ

ン憲法の基本権を見ておきたい。
（10）

周知のとおり、プロイセン憲法は明治憲法の模範となったものである。そ

の第二編「プロイセン人の権利」として、基本権が書かれている。第二編第

19条〔民事婚〕において、 「民事婚は、民事身分登記簿の管理も規律する一

の特別法律の基準に従って成立する」という婚姻に関する規定がある。また、

第40条〔封・家族世襲財産等の禁止〕では、 「封を創設し家族世襲財産を設

定することは、禁止されている。現存の封および世襲財産は法律の指示によ

り自由な所有権に変えられなければならない。家族財団には、 この規定は適

用されない｣、加えて、第41条〔第41条の例外〕にも、家族に関係する言
(11)

葉が見られる。

プロイセン憲法において、国制の中に家族を位置づける規定がないことは

フランクフルト憲法と同様である。 とはいえ、フランクフルト憲法において

存在していた家庭教育への制限を否定する規定や、家宅捜査に関して家族構

成員の立会いを要するという文言はプロイセン憲法には見当たらなくなって

いる。また、第40条と第41条は、 1852年の改正の際に廃止され、家族世

襲財産および家族財団という言葉は条文から消えることになる。

さて、プロイセン憲法以降のドイツ憲法史の中で重要な憲法とみなすこと

ができるものの一つに、 1871年のピスマルク憲法がある。 18世紀後半にド

イツは諸邦の分裂状態であって、プロイセンとオーストリアの勢力争いは

1866年の普澳戦争に至る。そして、 この戦争に勝利したプロイセンによっ

て、 1871年にようやくドイツ帝国が成立する。そして、 このドイツ帝国全
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体にかかわる憲法が同年公布・施行された。それが、ピスマルク憲法と呼ば

れる憲法で、ヴァイマル期まで実施されることになる。

このピスマルク憲法において、基本権は、 「すでに連邦国家ビスマルク帝

国の構成国のほとんどが基本権を含む憲法典を有していたこともあって、国

民の権利はむしろライヒの法律で整備すべきものと考えられていたためこの
（12）

憲法典には《権利章典》がないのが特徴である」という。

ピスマルク憲法は全体で78条から構成されていたのであるが、そこには

帝国の構成員における基本権に関する条項はまったく存在しなかったのであ
(13）

る。

基本権が存在しないビスマルク憲法のあとに登場することになったのが、

基本権に関する独立した第二編を持つヴァイマル憲法であった。

2ヴァイマル憲法の審議経過と第119条

見てきたように、家族が言及されるにしても、家族への介入の制限という

観点が強かったフランクフルト憲法、そしてプロイセン憲法を経て、基本権

をまったく持たないビスマルク憲法と、憲法の中に国制に家族を位置づける

条項を見いだすことができなかった。 これらに対して、家族を明確に規定し、

母性に言及した条項を持つヴァイマル憲法は、 これまでのものと大きく異な

るものであるといっていいだろう。

ヴァイマル憲法において、婚姻・家族・母性が登場するのは、本稿が主題

にしている第119条〔婚姻・家族・母性の保護〕、第155条〔土地の分配お

よび利用〕、第161条〔社会保険〕である。 このうち、第119条は、以下の

ように規定されている。

「婚姻は、家庭生活および国民の維持・増殖の基礎として、憲法の特別の保

護を受ける。婚姻は、両性の同権を基礎とする。

家族の清潔を保持し、 これを健全にし、 これを社会的に助成することは、

国および市町村の任務である。子どもの多い家族は、それにふさわしい扶助

を請求する権利を有する。
（14）

母性は、国の保護と配慮とを求める権利を有する｡」

第一パラグラフでは、婚姻が家族と国民の基礎であること、そしてそれを

憲法が保護すること、加えて、男女同権が明記されている。第二パラグラフ
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では、家族を維持し支えることが国家の任務であることがうたわれる。さら

に、最後に母性の保護が述べられている。

この他、家族が出てくる項目としては、第155条で「土地の分配および利

用は、国のために何らかの方法でこれを監督し、 もって、その濫用を防止し、

かつ、各ドイツ人に健康な住居を確保し、すべてのドイツの家族、特に子ど

もの多い家族に対して、その必要に応じた宅地および家産地を確保するとい

う目的を達成するよう努力される」と規定され、さらに、母性については、

第161条で、 「健康と労働能力を維持するため、母性を保護するため、なら

びに老齢、病弱および生活の変化のもたらす経済的帰結に備えるために、ラ

イヒは、被保険者の決定的な協力の下に、包括的な保険制度を創設する」と
(15)

規定されている。

第119条は、第155条や第161条に先立ち、短い項目でありながら、婚姻、

家族、母性保護という三つの事柄を同時に扱い、かつ、フランクフルト憲法

で見られたような、それらへの介入を制限するような規定ではなく、むしろ

それらを積極的に国制に位置づけるものとなっている。第119条に関してい

えば、フランクフルト憲法の理念がよみがえったというより、 19世紀のド

イツ憲法の歴史から見ると、家族について、飛躍的に高い位置づけが与えら

れたということができるのではないだろうか。

しかも、 この第119条がこのような形になったのは、後述するようにヴァ

イマル憲法制定過程の中の終盤でのことであった。

ヴァイマル憲法は、 1919年1月に実質的な審議が始まり、同年8月14日

に公布される。その過程はおよそ8ヶ月間のことであった。審議の中で、草
（17）

案I (プロイス前草案） と呼ばれるのものが、先に述べたように、ヴァイマル

憲法の生みの親といわれる民主党のプロイスによって作成されたものである。

プロイス自身は、第119条のような家族についての条項を憲法の中に登場

させようとは考えもしなかったのではないだろうか。そもそも、草案Iにお

いては、基本権は章すら構成しておらず、わずかに3点、すなわち、法の前

の平等（第18条)、信仰および良心の自由（第19条)、少数民族の保護（第
（18）

21条)、が盛り込まれただけであった。

この草案Iは、 まず選挙前の仮政府で議論されたのであるが、そこでは基

本権の充実を望む社会民主党のエーベルトの強い要請で、フランクフルト憲

法の基本権条項が参照され、基本権が独立した章を構成するようになり、草
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表1 ヴアイマル憲法119条制定過程に関する主な流れ(16）

共和国宣言

仮政府人民委員会6名

閣僚人選開始

エーベルトの要請によりプロイスが内務国務次官になる。

草案I (プロイス前草案）完成

草案Iが仮政府で審議、エーベルトによって基本権が要請される。

憲法制定ドイツ国民会議選挙実施

草案Ⅱ （プロイス草案）公表、 （基本権拡大、 18-29条）

エーベルトが大統領になる。

シャイデマン内閣成立、プロイスが内務大臣になる。

草案Ⅲ （政府第一草案） （基本権29-40条）

草案Ⅳ （政府第二草案）を国民会議に提案（基本権修正、 28-40条）

憲法制定国民会議開始

憲法制定国民会議の第一読会2．28および3.3～4

憲法委員会（第八委員会）の第一読会開始

同委員会第33回（家族に関する審議）

同委員会（第八委員会）第二読会～6．18

同委員会第41回（家族に関する審議）

草案V公刊（家族条項118条が公表される）

プロイスが内務大臣を辞任

憲法制定国民会議第二読会開始

同会議第58回（家族に関する審議）

同会議第59回（家族に関する審議）

草案Ⅵ （7.22日付第二読会案)、憲法制定国民会議第三読会開始

同会議第70回（家族に関する審議）

表決262対75で可決

認証

公布

11． 9

11．10

11．14

11．15

1． 3

1．14

1．19

1．20

2．11

2．13

2．17

2．21

2．24

2．28

3． 4

5．30

6． 3

6．17

6．18

6．20

7． 2

7．16

7．17

7．29

7．30

7．31

8．11

8．14

（19）

案Iではわずかに3条であったものが、 この段階では全部で12条に増える。

しかし、基本権に関する条項が増えたといっても、そこには婚姻や家族、母
（20）

性に関する規定はなかった。

1月20日にこうして修正された草案II (プロイス草案）公表がされ、それ
（21）

をもとに作成された草案Ⅲ（政府第一草案）が、 2月17日から諸邦委員会
（22）

で審議され修正される。そして、 2月21日に草案IV(政府第二草案）が国

民会議に提案される。 この草案IVの段階でもやはりのちの第119条にあた

るような家族を規定する条項は存在していない。基本権が3条のみであった

当初の草案に対して、基本権の充実を望む議論を経ても、家族に関する条項
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はいまだに登場しない。

2月28日に国民会議の第一読会が始まり、その後、審議は3月4日から6

月2日まで開かれた憲法委員会の第一読会にうつる。ここにいたり、ようや

く家族に関する実質的な審議が行われることになる。以下、憲法委員会の議

事録において、家族についてどのような審議がなされていくのか見ていくこ

ととしたい。

3憲法委員会における家族条項の導入

一家族と人口政策一

憲法委員会は、憲法制定国民会議における各党派の議席数に比例して構成

され、社会民主党11名、中央党6名、民主党5名、 ドイツ国家人民党2名、
（23）

独立社会民主党1名であった。委員会での議論のすえ、最終的に草案v

(1919年6月18日付） と呼ばれることになる委員会草案の第118条（後のヴ

ァイマル憲法第119条の原型）が決議されることになる。憲法委員会草案で家

族を規定した条項、第118条は以下のとおりである。

「婚姻はドイツ家族生活の基礎にして、国民の維持と繁栄の源として、憲法

の特別な保護を受ける。

家族の清潔を維持し、 これを健全にし、これを社会的に助成することは、

国および市町村の人口政策上の任務である。特に、多子家族は、それにふさ
（24）

わしい扶助を必要としている｡」

この憲法委員会の段階では、 まだ、母性の保護という言葉や男女の平等に

関する規定は見られない。ここで論じられたのは、家族を憲法にどう位置づ

けるか、 という問題であった。これに関して注目されるのが、第118条に明

記された「人口政策上の課題(AufgabederBev61kerungspolitik)」という表

現である。

憲法委員会における基本権についての審議の過程では、民主党のナウマン

案が提起されたことにより、プロイスの当初案から大幅に改定されたことは、

これまでも繰り返し指摘されてきたところである。 1919年3月31日の憲法

委員会において、小委員会からナウマン案が報告され、基本権に関する審議

が開始されることになるが、しかしながら、家族についての規定は、当初の
（25）

ナウマン案においては見ることができない。むしろ、その2ヶ月後のナウマ

ン案以降の議論が、家族に関する条項を作ることになる。
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（1） 5月30日の審議

家族に関する議論が憲法委員会において本格的になされるのは、 5月30

日の憲法委員会第一読会第33回会議からである。病気のナウマンに変わっ

て小委員会をリードすることになった中央党のバイエルレによって新しい小
（26）

委員会案が提示される。 ここにいたり、ようやく家族が登場する。

審議の中で中央党のバイエルレは、基本権の中で「婚姻の憲法上の保障」

を明確に表現することは、 「基本権が国民教育上の価値(volkserzieherischen

Wert)を有することにかんがみて不可欠であり、社会生活の基本的支柱と
（27）

しての婚姻に言及しないわけにはいかない」と論じる。そしてさらに、第二

パラグラフにおいて「家族が人口政策の課題にとって基本的な要素とされて

いること」が重要なことであるとみなす発言をしている。

議論は、 このあと同じく中央党のヒッツェがこれに賛同を表明し、人口政

策的側面を前面に、多子家族への援助を強調する意見を述べる。これを批判

した社会民主党のジンツハイマーは、 この部分が、人びとによって知られて

いる原則を述べたものにすぎず、全文削除すべきであるという見解を述べる。

｢憲法の中にこのような政策的基本方針が表現される余地はない」 といい、

多子家族は国家によるふさわしい扶助を必要としているという一文は、単な

る美辞麗句にすぎず、そういう家族の要求は、住宅の援助のように具体的に

実現されていくものであると論じる。 これに中央党のグレーバーは反論して、

ジンツハイマーのいうような実践の部分は、公法(6ffentlichenRechts)のさ

まざまな領域において同様のことであって、憲法では原則を表現すべきであ
（28）

るという。

このような中央党議員vs社会民主党議員といった議論が進む中で、ヴァ

イマル憲法の当初の草案をつくった民主党のプロイスは、彼自身が当初想定

もしていなかった家族に関する規定に対して、当惑の色を隠さない。 「婚姻

は憲法の特別の保護を受けるというが、 もし、そうなら、憲法の中にその特

別の保護に関する規定をどこに入れるのか？私にはわからない｣、プロイ

スは憲法について、 「各条項の内容は、なにより、将来に対して強い指示を

行うものである。私は、将来の立法者たちがこのことを引き受けることを希
（29）

望している」という。自身が当初の起草を行った憲法についてのプロイスの

期待が見られるが、その観点からいっても、家族に関する規定は彼にとって
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納得いかないものであったことが強く示されている。

また、 ドイツ人民党のハインツェは、 「人びとは憲法の中になにがしかの

慣習について書かれてあること、一定程度の倫理的要綱が作成されているこ

とに満足するだろう、しかし、そういった事柄が、憲法の特別の保護の下に
（30）

置かれるものであるとは私には考えられない」という。

こういった意見に対して、あくまでこの条項の支持を訴える中央党のバイ

エルレは、 「われわれは、国民(Volk)に、彼らが再び立ち上がるように、

また、彼らの倫理的教育のために、基本となる思想(Leitgedanken)を与え

たいのだ」と断言する。

最終的に中央党のマウスバッハによる、 「委員会での議論において、われ

われは、基本法の中に、一定程度の法的生活、および倫理的基準を受け入れ

ることで一致した」というまとめを経て、結局この日は、先にあげた条項の

まま次の審議に送られることが決定された。

このような議論を見る限り、家族条項が、人びとの倫理的基準や公序良俗

のための基準として存在することになったことは明白である。しかも、それ

は、民衆の「教育」として、掲げられている。憲法が教育システムのひとつ

であることが明記されているといっていいだろう。

そしてまた、同時に、明確に人口政策上の意義から家族が位置づけられた

ことも強調しておく必要がある。 19世紀末から始まるドイツにおける出生

率低下は、第一次世界大戦でさらに決定的な人口減少を経験する。そして、

また、敗戦による社会的荒廃もまた、ヴァイマル憲法の背後にある。

全般的に、他の諸党の議員による家族保護に関する積極的な発言がない中、

とくにカトリックの中央党が、 この家族条項に積極的な議論を展開したとい

えるだろう。 このことは、当時の政権多数党であった社会民主党によって、

家族に関する規定が導入されたのではないことを表している。むしろ、そこ

には、新しい理念にとっての家族ではなく、むしろ、キリスト教と家族の関

係がその背景にあるという点は見逃せないところである。そして、フランク

フルト憲法において家族への介入を避けようとする傾向が見られたのに対し

て、ヴァイマル憲法では、より積極的に家族へ手を伸ばしていく国家が表現

されることになったことにも注目される。しかも、 ここで、国民「教育」の

ための家族として位置づけられていることが重要であろう。憲法が家族をと

おして、国民を教育する、 というモチーフである。
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そして、それに対するプロイスの困惑は、ヴァイマル憲法をそれまでのド

イツ憲法史にの中に位置づけるとき、それがどれほど異質なものであったか、

を表しているともいえるのではないだろうか。

（2） 6月17日の審議

再び委員会で、 この家族条項が取り上げられるのは、憲法委員会第二読会

第40回会議が開かれた6月17日である。この審議でこの条項に対して再び

批判的議論を展開したのが、前回意見が退けられた社会民主党のジンツハイ

マーであった。ジンツハイマーは、 「婚姻はドイツ家族生活の基礎にして、

国家の維持と繁栄の源として、憲法の特別な保護を受ける」という第一文は

｢危険である」との理由でその全面削除を要求した。ジンツハイマーによれ

ば、婚姻が憲法によって保護されるとすると、離婚も憲法において扱うこと

になってしまう。婚姻法は民法において規定されるものであって、婚姻が家

族制度の基礎であるということを憲法の中に規定する必要はない、 というの

である。 これに対して、民主党のコッホは、 ここで離婚について議論するつ

もりは毛頭ないこと、基本法においては、あらゆる事柄が検討されるべきで、

そこで、婚姻に関しても無視することができないと主張し、 また、民主党の

アプラスは、 ここで述べられていることは、 「ドイツの家族生活の基礎とし
（31）

ての一夫一婦制がドイツ憲法の保護のもとにある」ということであるという。

このような議論を受けて、社会民主党のカッツェンシュダインは、二つの

提案を行った。 もし、ジンツハイマーのいう第一文の削除がとおらないのな

ら、第一文の「婚姻はドイツ家族生活の基礎にして、国家の維持と繁栄の源

として、憲法の特別な保護を受ける」の中の「ドイツ」を削除するようにと

の提案を行った。 というのも、われわれの文化圏の中に生活する他の民族の

人びとを区別することはできないからだ、 という。さらに、憲法という言葉

を、法律に変更すれば、憲法改正をせずに婚姻法を変更できるのではないか、
（32）

という提案も行った。

加えて、社会民主党のクヴァルクは、同じく第一文の「婚姻はドイツ家族

生活の基礎にして、国民の維持と繁栄の源として、憲法の特別な保護を受け

る」のうちの、 「国家の維持と繁栄の源として」の削除を提案した。クヴァ

ルクの提案は、すでに、少なからぬ割合の婚姻関係外から生まれた子どもた

ちによって、われわれの人口の維持がなされている現状を考えると、彼らの
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保護は必要なものであって、婚姻のみを国民の維持の基礎とすることはでき
（33）

ない、 という理由からであった。

しかしながら、 これらの提案は、結局すべて否決されることになり、審議

はされたものの、委員会の第一読会での決定に対してなんの変更がないまま、

審議は、本会議で行われることとなった。

憲法委員会の二回の審議において、家族の倫理的意義と国家にとっての意

味を、憲法の中に明記する必要があるかないか、をめぐってなされた議論が、

最終的に家族を明記すべきであるとして残されたことは、より、倫理的基準

としての家族の意義が強調されたことの証左であるといえる。

議論の中で、 ドイツの当時の現実として、外国人や婚外子を視野に入れた

規範とすべきことが議論された点は注目されるが、しかしそれらは、必ずし

もすべてが個人の権利という観点からではなかったことは留意しなければな

らないだろう。たとえば、委員会の段階においては条項に反映されることに

はならなかったが、婚外子が言及されたときに、それが人口政策上無視でき

ない、 という観点からであったことは、その一つの例といえる。委員会での

議論の中で、婚外子が言及されたのは、婚外子の保護や権利を認めようとい

う観点ではなく、その少なからぬ比率が人口維持に貢献しているという現実

を無視できないという点からであった。議論の中では、多子家族、一夫一婦

制家族（モノガミー)、婚外子とその家族、 といった多様な家族が議論され

たのであるが、それらは、ひとしく保護されるものではなく、一夫一婦制家

族を国家の倫理的基礎としながら、人口政策のための多子家族の保護をうた

い、そして、結果的には、委員会では認められなかったものの、現実へのや

むをえぬ対応として婚外子の容認に関する議論がなされたということができ

る。委員会においては、国制における国家の意義、 とくに国家にとっての人

口維持や拡大という観点から、家族の憲法による保護が議論されていたとい

うことができよう。

4ヴァイマル憲法制定国民会議における家族条項の転回

一一母性と男女同権の出現一一

（1） 憲法制定国民会議第二読会

憲法委員会の審議を経て、 6月18日に草案V(憲法委員会草案）が公表さ
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れ、家族に関する条項は、基本法の中の第118条として公表された。草案

Vは、 7月2日から始まった憲法制定国民会議の第二読会で議論されたが、

第118条の審議が実際に行われたのは、 7月16日である。 この日、中央党

のバイエルレによって、委員会が、なぜ、基本権に関する部分で、個人につ
（34）

いで共同生活に関する第2章を導入したのかに関する理由説明がなされた。

バイエルレは、今回の草案のまったく新しい点として、近代国家憲法の中

に、社会生活の自然的基盤として、家族の法的関係を置いたこと、そして、

基本権において、 ドイツにとって本質的な連帯の精神(genossenschaftlicher

Geist) と家族一体感(Familiensinn)がこの部分の核になっていると論じる。

1849年のフランクフルト憲法以下の諸邦の憲法に言及しつつ、 また、なに

よりも、人口問題を国家的観点から考えていること、 さらに、扶養に関する

社会的責務について強調したナウマン草案にも言及している。そこで強調さ

れたのは、 「国民(Volk)の維持が国家の目的であり、子どもの増加が国家
（35）

の力(Nationalkraft)である」ということであった。

この立場から作られた第118条は、 まず、民事婚の憲法上の保護、人口政

策の法的な方針、家族の社会的要求に対する援助についての条項であると説

明される。そして、なにより、婚姻と家族が、ずっと以前からドイツにおい

て人びとの性生活および共同生活の通常の形態として、 また、 ドイツの文化

と慣習の重要な源泉として、基本法の中に正統に位置づけられているもので
（36）

あるという。

すなわち、 これまでにないほどに明確に、家族を国制の基礎として位置づ

けること、そして、国力の維持のための人口政策という観点から、家族の位

置づけが明確化されることを目的に、 この第118条が作られたという点ｶﾇ、

委員会からの説明であったということができるだろう。こうして家族は、規

範として、国家のために位置づけられ、委員会による草案Vができたので

ある。

ところがこれに対して、以下で見るように、憲法制定国民会議の審議では、

むしろ個人の権利や個人の保護という観点からの変更がせまられることにな

る。 この議論の転回に大きく寄与したのが、女性の議員たちであった。周知

のことであるが、ヴァイマル憲法制定国民議会は、 これまでになく多数の女

性の議員たちが参加した議会であった。

中央党のバイエルレによる草案V(委員会草案）の他の基本権についての
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説明のあと、個別の審議にうつり、第118条に対する修正提案が紹介され、

提案者らによる議論がなされた。

まず、発言をしたのが、社会民主党の女性の議員であるレールである。彼

女の提起した提案は以下のものであった。

「婚姻と母性は憲法の保護を受け、国家の扶助を必要としている。

婚外子は婚姻の下に生まれた子どもと同様に養育、教育、そして相続の権

利を有する。

家族を健全にし、 これを社会的に助成することは、国および市町村の任務
（37）

である」

そして、 このような提案を行うに際して、レールは、次のようにいう。

｢私たち女たちは、－私は、私たちの議員グループの代表としてではなく、

皆様の前で女性として話しているのですが－、憲法は法律家の言葉だけで

語られるべきではなく、人間の言葉がそこから聞こえてくるべきであると考

えています。ですから、私たちが提案したように、女性であるということか

ら被るような例外的状況を取り除く第一歩を踏み出すという認識が重要にな

るのです。現代の憲法には、婚姻と並んで、婚姻していない母親も位置づけ

るべきなのです｡」そして、 「周知のように、男と女は子どもがいなければま

だ家族ではありません。しかし、婚姻していない母親とその子どもは家族な

のです。それは、ちょうど、子どもと一緒にいる未亡人が家族を形成してい

るのと同じことです｣。そして、さらに、婚姻は国家によって単に保護され

るのではなく、助成されるべきであること、 また、多子家族に関する規定は
（38）

不要であると提案理由を述べる。

このような意見に対して、中央党のノイハウスは、婚外子に対する配慮を

しないつもりはないとしつつも、彼女は中央党を代表して、先述のレールが

説明した社会民主党の提案と、以下の独立社会民主党から出された提案には

同意しないことを表明した。

「婚外子はその父の名を名乗り、婚姻によって生まれた子どもと同じ地位に

置かれる婚外子の母は、公的な場で夫人(Frau) とみなされる｡」

彼女は、 これら二つの党の提案を拒否する理由を続けて説明した。すなわ

ち、 「私たちは、婚外子に対して、通常の婚姻において生まれた子ども以上

に、特別で非常に強力な保護を、そして、より手厚い助成がなされるべきだ

と考えています。しかし、私たちはできうる限り、そして正確にいうなら、
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婚姻の下に生まれた子どもと故意におなじ地位におくことを避けたいと思っ

ています。 というのも私たちは、そのことによって、人びとの良識(Volks-
（39）

gewissen)が混乱してしまうことを恐れているからです」と。

ノイハウスは、婚外子の保護を、 この家族保護をうたう条項に導入するこ

とに反対し、さらに、

「婚姻は憲法の保護の下にあり、母性は国家の保護と助成を受けることを要

する｡」

という民主党の婚外子を明記していない提案も批判する。ただ、彼女は、母

性ということばの導入は必要であるという議論を展開して、

「母性は、法にさだめるところにより、保護と助成を受けるものとする」
（40）

という提案を行う。

ここから明確になるのは、婚外子の保護という現実的な要求を前にして、

独立社会民主党と社会民主党がその保護を全面的に要求する議論を展開した

のに対して、中央党は、婚姻と家族保護を規定する第118条において、婚外

子保護は適合的ではないと見ているということである。 この日の議論は翌日

にもちこされることになるが、 ここからわかることは、委員会草案で議論さ

れなかった母性という言葉は、憲法制定国民会議における婚外子についての

議論を経る中で登場したこと。そして、母性という言葉は、婚外子保護の規

定とすることに否定的な民主党や中央党によっても受け入れられ、それが憲

法の中に位置づいていく、 ということであろう。

社会民主党のレールは「私たち女たちは(WirFrauen)」という発言を行

ったが、 これはまた、他の議員たちによっても、繰り返されたフレーズであ

った。婚外子に関して対立したが、社会民主党のレールも中央党のノイハウ

スも、みずからが女性であることを強調しながら議論を展開していった女性

の議員であった。憲法委員会が、ほとんどが法律家出身の男性議員によって

構成されていたのに対して、ヴァイマル憲法制定国民会議は、女性の議員た

ちも少なからず参加していたことは先に述べたとおりである。家族を国制に

位置づけようとする第118条は、憲法制定国民会議を構成する多くの女性の

議員によって、そのイデオロギー的立場は異なるものの、母性についての規

定を導入しようとする大幅な修正が行われていったといえるだろう。

翌7月17日に、 この家族に関する条項である第118条について、修正提

案の整理と採決が行われ、憲法制定国民会議における第二読会は、 7月22
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日に第二読会案（いわゆる草案Ⅵ）を提出した。

「婚姻は、憲法の特別な保護を受け、母性は国家の保護と助成を必要として

いる。

家族を健全にし、 これを社会的に助成することは、国および市町村の任務

である。多子家族は、それにふさわしい扶助を必要としている。
（41）

婚外子の母親は、公的な場で夫人として扱われることを必要としている｡」

この段階では、憲法制定国民会議の議論を受けて、委員会の作った草案
（42）

vには見られなかった、 「母性」と「婚外子の母の地位」が条項に取り入れ

られ、他方で、 「ドイツ家族生活」や「人口政策上の任務」といった言葉が

削除された。 この条項は、さらに、次の非常に短期で審議が進められた最後

の第三読会の中で、大きく変化することになる。

（2） 憲法制定会議第三読会

第三読会は、第二読会案が提示された一週間ほどのちの、 7月29日に始

まり、家族に関する条項である第118条の審議は、 7月30日（第70会）に

なされた。

そこで、最初に議論されたのは、アプラス以下、民主党の27名の連名に

よるこれまで議論されてこなかったまったく新しい修正提案である。
（43）

「婚姻は、両性の同権(Gleichberechtigung)を基礎とする」

議長ｶﾇ提案の紹介したあと、ただちに批判を展開したのは、 ドイツ国家人

民党のデューリンガーであった。彼は、確かに今回の憲法で、 こういった同

権は原則として公認されているものの、家族関係を定めた民法の原則には合

致しないということを理由にこの提案を拒否した。すなわち、 「第一に、妻

は夫の名を与えられるのであり、第二に民法は、婚姻における共同生活上の

問題において夫と妻の意見が食い違うときには、夫が決定をする」とされて
（44）

いるのだという。

この意見に反対して、民主党のバウムは、 「私たちは、 こういう理解（婚

姻における男女同権）が憲法の中に明確に位置づけられたからといって、婚

姻が損なわれるとは考えていませんし、現在の民法の規定によって、女性た

ちや婚姻にさまざまな不適当なことが生じているということを知っているの

です｡」つまり、彼女によれば、変更されるべきは、民法の中の家族法であ
（45）

って、憲法に男女同権をきちんと位置づけたいと考えていることを明言する。
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男女同権論に関する短い審議のあと、中央党のスパーンによる修正提案

「婚姻は、家庭生活および国民の維持・増殖の基礎として、憲法の特別の保

護を受ける。

家族の清潔を保持し、 これを健全にし、 これを社会的に助成することは、

国および市町村の任務である。子どもの多い家族は、それにふさわしい扶助

を請求する権利を有する。
（46）

母性は、国の保護と配慮とを求める権利を有する｡」

が、採決にかけられ、多数を得て支持される。ついで、先の男女同権の一文

｢婚姻は、両性の同権を基礎とする」をこの提案の第一パラグラフに挿入す

ることが採決されて、 これも多数の支持をえた。

こうして、母性のみならず、男女同権についての規定も、民主党の女性の

議員であるバウムのような、女性の議員たちの議論を経て、 118条の中に明

記されることになる。

審議の中で議論された婚外子とその母に関する保護や権利については、 こ

こには、なんら規定が残されなかった。第三読会の中では、婚外子の憲法上

の取り扱いに関しては、 この第118条に続く、次の第119条の親の教育権条

項とともに議論が行われた。

この点に関して補足的にいえば、草案VI (第二読会草案）段階においては、

第118条と第119条はともに婚外子に関する規定の文章が存在していた。第

118条においては、 「婚外子の母親は、公的な場で夫人として扱われること

を必要としている」の一文、第’'9条においては、 「婚外子に対しては、法

律制定によって、肉体的、精神的および社会的成長について、婚姻のもとに

生まれた子どもと同様の条件が作られなければならない」という一文があっ

た。最終的には、 この段階での第118条と第119条から婚外子に関する部分

はすべて削除されて、第119条にあった婚外子に関する一文だけとりだされ、

あらたな条項として独立してもうけることに決着することになる。

おわりに

「家族」という言葉に焦点をあてて見ると、ヴァイマル憲法は、それまで

のフランクフルト憲法やピスマルク憲法に比して、いかに特殊な憲法であっ

たのかが明確になる。憲法委員会で基本権を事実上中心となって作り上げた
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中央党のバイエルレがいうように、 「社会生活の自然的基盤として、家族の

法的関係」を置き、そして、基本権において、 「ドイツにとって本質的な家

族一体感」を核とするという、 「まったく新しい試み」であったということ

ができるだろう。 この新しい試みは、ヴァイマル憲法の生みの親ともいわれ

ている当初の草案を作った民主党のプロイスの意図にまったく反するもので

あったし、憲法における家族の倫理的規範の宣言という側面を強く示すもの

となった。

そして、 さらに、いったん提案された家族に関する条項は、憲法制定会議

のなかで、委員会での議論を再び超えるものとなる。それが、 「母性」と

｢男女同権」に関する規定である。見てきたように、 「母性」という言葉は、

婚外子の保護をいかに憲法上に取り入れるか、をめぐって議論が行われる中

で登場した。最終的に婚外子保護は、家族保護を規定する条項から排除され、

別の条項となるが、議論の過程で登場した「母性」は、 この規定の中に生き

残ることになる。母性の保護は、それまでの草案にはまったく見られなかっ

た、憲法制定国民会議において作り上げられた規定であるということができ

る。母性に関する議論が、党派を異にし、互いに対立する立場にはありなが

らも女性の議員たちによって主導された点も、ヴァイマル憲法制定過程の特

徴であるといえるだろう。

ヴァイマル憲法制定会議は、当時の他の国々と比べても、突出して女性の

議員を多く選出していたものの、実質的には政権に関与することのできなか
（47）

ったマイノリテイーに過ぎなかったという評価もなされている。しかし、少

なくともこの家族に関する条項および、親の教育権条項の審議に限っていえ

ば、女性の議員たちによって憲法委員会草案を大きく逸脱するような変更

を、－すべて必ずしも成功したとは言えないが－、迫っていたとはいえ

るのではないだろうか。

家族における「男女同権」に関する規定もまた、委員会草案には、 まった

く見られなかった部分であるが、 これは、ヴァイマル体制の原則に、家族関

係も合わせようとしたものである。ただ、 これに関しては、憲法制定の最終

局面において唐突に登場し、わずかな議論だけで、一文が挿入されたという

感も否めない。

もともと国家の倫理的基礎としての家族、そして、人口維持、国力維持の

ための家族の保護として登場したこの条項は、審議の中で、女・子どもの保
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護と権利というまったく違った側面をあわせもつことになったという点で、

やはり、妥協の産物であったといえるのかもしれない。

なにより、家族や母性を保護することを明記することによって、ヴァイマ

ル憲法が、結果的に、フランクフルト憲法のような家族への介入を拒否し、

家族の自立性を保障しようとする立場とは異なり、保護するという目的にお

いて、国家の家族への介入を大幅に認めるものとなったということは指摘で

きるのではないだろうか。

家族の保護と家族の自立性の両者を保障することは極めて困難である。ま

た、家族の維持と個人の保護もまた、必ずしも両立するとは限らない。しか

しながら、 この矛盾をできる限り包含しようとした、そういう試みとヴァイ

マル憲法を見ることができるのかもしれない。

とはいえ、憲法に国民を教育する役割があるというヴァイマル憲法制定過

程で見られた認識は、教化の対象としての国民に家族のあり方を指導する、

そういう役割を強く意識したものであったことは、来るヒトラーの時代を考

える上で重要であろう。 ドイツ家族の再建を図ろうとした多子家族全国連盟

のような団体にとって、そういう憲法の姿勢は、非常に強い後ろ盾であった

にちがいない。そして、ヴァイマル体制崩壊後も、 この家族を国家が教化す

るという姿勢は維持されていく。多子家族全国連盟は国力＝人口に貢献する

ものとして、体制が変わったのちも、国家によって支えられていくことにな

る。
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